
3.10 全球解析におけるハイパースペクトル赤外サ
ウンダ IASI の利用データセット移行および
Metop-C/IASIの利用

3.10.1 はじめに
欧州の極軌道気象衛星 Metop に搭載されているハ
イパースペクトル赤外サウンダ IASI には 8461 のチャ
ンネルがあり、そのうちの数百チャンネルを抽出した
サブセットデータが、数値予報での利用を目的として
作成・配信されている。気象庁では、NOAA/NESDIS

（米国海洋大気庁/米国環境衛星資料情報局）が作成・
配信している、616 チャンネルのデータセット（以降
「NESDIS 形式」とする）を、全球解析におけるハイ
パースペクトル赤外サウンダの利用開始時に用いてい
た (岡本 2011; 岡垣 2015)。その後、このデータセッ
トに加え、欧州気象衛星開発機構 (EUMETSAT) が作
成・配信している 500 チャンネルのデータセット（以
降「EUMETSAT形式」とする）も取得し、利用に向
けた開発を進めてきた (気象庁 2021c)。
数値予報センターが利用するデータセットとしては

EUMETSAT形式の方が主流であり、数値予報での利
用を主目的としたDBNetデータ (WMO 2017)も EU-

METSAT形式で配信されている。DBNet データは、
世界各地の衛星データ利用機関が、衛星から直接受信
した受信局周辺のデータを処理し、即時交換すること
によって得られるデータで、データの得られる範囲は
限られるものの、衛星運用機関が軌道一周分のデータ
をまとめて処理・配信したデータ（全球データ）と比較
して、観測から入電までの時間が短いことが特徴であ
る。つまり、全球データのみが配信されるNESDIS形
式から、DBNetデータを含む EUMETSAT形式デー
タセットの利用に移行することで、全球速報解析にお
いて利用データ数の増加が見込まれる。また、DBNet

データはデータ入電から利用までの待ち時間の短いメ
ソ解析や局地解析で特に有効で、今後計画しているこ
れらの解析システムでの利用に向けて、同化システム
を EUMETSAT形式データセットに適合させておくこ
とは重要である。
Metop-Cは、EUMETSATが運用する、現業極軌道
気象衛星Metop シリーズの 3機目の衛星で、2018 年
11 月 7 日に打ち上げられた。Metop-Cに搭載の IASI

データは、前述の EUMETSAT形式データセットが先
にユーザーへ配信が開始されたことから、その利用に
向けた開発は EUMETSAT形式データセットへの移行
を前提として着手した。
ここでは、2021年 6月 29日に現業化された、ハイ
パースペクトル赤外サウンダのEUMETSAT形式デー
タセットへの移行および、それに伴う品質管理手法の
変更、ならびに、2021年 11月 24日に現業化された、
Metop-C/IASIの全球解析での利用開始について述べ
る。

図 3.10.1 同化利用および品質管理のために選定された IASI
のチャンネル番号。黒字：両データセットに共通して含まれ
るチャンネル、青字：NESDIS形式のみに含まれるチャン
ネル、赤字：代替とした EUMETSAT形式のチャンネル。

3.10.2 データセット移行における品質管理の変更
利用中の IASIデータセットを、NESDIS形式のデー
タセットから、EUMETSAT形式のデータセットに移
行するために行った品質管理処理の変更について、以
下に述べる。方針としては、データセットの移行の前
後で、IASIデータの品質管理処理が従来と同等の性能
を維持し、IASIデータの同化による解析や予測への影
響も同様であることを確認することとした。なお、性
能評価試験にはサイクル解析を用い、NESDIS形式の
データセットと EUMETSAT形式のデータセットで、
利用できるデータ数（地点数）に本質的な差異はない。
DBNet データによりデータ数増加が見込める速報解
析での評価は行わないが、データ数が増加することで
IASI データ利用の効果がより多く得られると期待さ
れる。

(1) 同化利用チャンネルの選定
NESDIS形式データセットとEUMETSAT形式デー
タセットには、それぞれ共通して抽出されているチャン
ネルもあれば、どちらかにしかないチャンネルもある。
同化や品質管理に使用しているチャンネルのうち、共通
のチャンネルについてはそのまま移行し、EUMETSAT

形式データセットにないチャンネルについては、同化
や品質管理といった用途に応じて相当するチャンネル
を選定した。図 3.10.1に、選定前後のチャンネルの一
覧を示す。
現在同化利用しているチャンネルは、いずれも 15µm
付近の二酸化炭素の吸収帯にあり、気温に感度のある
チャンネルである。同化して利用するチャンネルにつ
いては、標準大気における荷重関数から、感度高度が
近いチャンネルを選定することとした。その際、荷重
関数のテールがモデル最上面にかかっているチャンネ
ルや、荷重関数に歪みがあるチャンネル、水蒸気やオ
ゾンにも感度があり計算精度のやや劣るチャンネルは
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除いた。また、チャンネル番号が隣り合う場合は、観
測原理に起因するチャンネル間誤差相関が考えられる
ため、片方のチャンネルを除いた。

(2) 品質管理用チャンネルの選定
ハイパースペクトル赤外サウンダデータの同化にお
ける放射伝達計算では雲の影響を考慮していないため、
雲の影響を受けた観測データを除去する必要がある。
雲判別は、雲の有無の判別と、判別された雲について
の雲頂高度の推定という、2段階で行っている。

(i)巻雲検出用チャンネル
雲の有無の判別では、窓チャンネルにおいて観測値
と晴天放射計算値を比較する手法と、11µm帯と 12µm
帯のチャンネルをペアとして用い巻雲を検出する手法
の、2つの手法により行っている。このうち、巻雲の
検出では、氷粒子に対する特性が波長によって異なる
ことを利用し、2つのチャンネルの差分値が閾値を超
えた場合を巻雲とする。巻雲が検出された観測地点で
は、対流圏に感度のないチャンネルのみを利用する。
EUMETSAT形式のデータセットには、これまで巻
雲の検出に使用していたチャンネルが含まれていなかっ
たため、新たなチャンネルのペアを選定した。ペアの
選定においては、従来のペアの差分値との相関が高い
ことを重視し、また閾値は従来の検出結果と同等とな
るように調整した。

(ii)雲頂高度推定用チャンネル
窓チャンネルの観測値を利用して雲と判定され、巻
雲が検出されなかった場合には、雲頂高度を推定し、推
定した雲頂高度より下層に感度がないチャンネルのみ
を利用する。雲頂高度の推定には、Eyre and Menzel

(1989)の方法1を用い、同化していないチャンネルから
チャンネルのペアを選択して用いる。これまで使用し
ていたチャンネルのペアが EUMETSAT形式のデータ
セットに含まれていなかったため、荷重関数の形状や
感度のピーク高度が近いチャンネルから、新たなチャ
ンネルのペアを選定した。

上記のように品質管理チャンネルを選定したのち、品
質管理の結果を確認した。EUMETSAT形式の同化チャ
ンネルについて、対応するNESDIS形式の同化チャン
ネルと雲除去の結果が概ね同等となることを確認した。

(3) 上層に感度があるチャンネルのグロスエラーチェッ
クの閾値緩和

データセット移行に伴う配信チャンネルの違いに対
応するため、ここまで述べてきた利用チャンネルおよ
び品質管理チャンネルの変更を行い、数値予報精度に変
化が生じないように対応を行った。しかしながら、本開

1 ある高度に単層・黒体の雲があると仮定し、放射伝達モデ
ルを用いて計算した放射輝度が観測値と最も合致する雲量と
高度を求める手法。CO2 スライシング法と呼ばれる。複数
のチャンネルを用いると雲量と高度が同時に求められる。

発とは別に先行して実施した、データ利用方法や解析
システムの変更（マイクロ波輝度温度全天同化とアウ
ターループ (気象庁 2021a)およびハイブリッド同化 (気
象庁 2021a)の導入）により、これまでのハイパースペ
クトル赤外サウンダの品質管理方法では解析値の精度
が悪化する問題（後述）が生じた。そのため、IASIだ
けでなく利用中の他のハイパースペクトル赤外サウン
ダ2についても、品質管理手法を見直す必要が生じた。
上記の問題は、システムの変更に伴って成層圏を中
心とした上層の平均解析場が変化したことによって、
同化利用するデータに偏りが出たために生じたと考え
られる。実装されていた品質管理では、雲の影響を受
けたデータをより厳しく取り除くため、バイアス補正
後のO-B（観測値と第一推定値との差）に対するグロ
スエラーチェック（外れ値を除く処理）の閾値として、
O-Bの統計から見積もった標準偏差の 1.5倍を用いて
いた (岡垣 2015)。これは 0のまわりに正規分布する
O-Bのうち、正規分布の裾に当たるデータを取り除き、
0に近いデータを厳選して利用することを想定してい
たものである。ところが、システムの変更により上層
の平均解析場が変化したことで、正規分布の中心が 0

から外れ、片側のデータが過剰に取り除かれることで、
偏ったデータが抽出されることとなった。また、それ
らに変分法バイアス補正 (VarBC, 佐藤 2007) が適合
することにより、偏ったデータが使われ続けることと
なった。その結果、解析値の精度が悪化したと考えら
れる。また成層圏より上部の大気上層では雲の影響は
ないことから、雲の影響を受けたデータを厳しく取り
除く目的のこの閾値の設定はそもそも適切ではない。
これらのことから、上層に感度があるチャンネル（具
体的には波数 680.0cm−1以下のチャンネル）のグロス
エラーチェックの閾値を O-Bの標準偏差の 2.5倍に緩
和し、正規分布するO-Bの大部分のデータを利用する
ことで、データの偏りが生じないようにした。
なお、下層に感度のあるチャンネルについては、上
記のシステム変更に伴う悪影響はみられていないこと
から、今回は変更を加えず、これまで通り標準偏差の
1.5倍を閾値として用いる。ただし、本来は正規分布の
裾に当たるデータも含めて利用することが望ましいた
め、下層チャンネルについても、グロスエラーチェック
閾値を緩和できるような品質管理の改良を進める必要
がある。

(4) スキャンバイアス補正テーブルの再作成
バイアス補正は、スキャン位置に依存する補正をテー
ブル参照により補正するスキャンバイアス補正と、大
気状態に依存する補正を行う変分法バイアス補正の 2

段階で行っている。前述のように、システムの更新に
より平均解析場が変化したことから、最新のシステム

2 米国の地球観測衛星 Aquaに搭載の AIRS、並びに米国の
現業気象衛星 Suomi-NPPおよびNOAA-20に搭載のCrIS。
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におけるO-Bの統計結果に基づき、スキャンバイアス
補正テーブルを再作成した。

(5) 観測誤差の再設定
観測誤差はO-Bの統計における標準偏差を用いて設
定されている。更新後のシステムにおいて、グロスエ
ラーチェックを適用する前のデータ3を用いてO-Bの統
計を取り直し、その標準偏差を改めて観測誤差とした。
設定した観測誤差を、後述するMetop-Cと合わせて、
図 3.10.3に示した。再設定後の観測誤差は、変更前の
観測誤差と比較して極端な差異はなく、またDesroziers

et al. (2005)の手法により診断された値とも近い値と
なっていることを確認している。

3.10.3 データセット移行に関する性能評価試験
IASIデータセットの移行やハイパースペクトル赤外
サウンダに対する品質管理変更の影響を確認するため、
2020年 10月時点の現業全球数値予報システムと同等
の対照実験（CNTL）と、これに上記の変更を加えた
実験（TEST）の比較を行った。実験期間は 2019年 7

月 10日から 9月 11日（夏実験）、2019年 12月 10日
から 2020年 2月 11日（冬実験）で、8月および 1月
のそれぞれ 1か月が検証対象期間である。

(1) 利用データ数
性能評価試験では、データセット移行による利用デー
タ数に本質的な差異は見られなった。性能評価試験で
実施している全球サイクル解析では、どちらの形式の
データも通常はデータ待ち受け時間内に全てのデータ
の入電が完了する。
なお、全球速報解析の場合には、EUMETSAT形式
データセットに移行することで、データ数は 2%程度増
加することを確認している。これには DBNetデータ
の追加が寄与している。

(2) 解析値・第一推定値の変化
現在利用しているハイパースペクトル赤外サウンダ
のチャンネルは気温に感度のあるチャンネルのみであ
ることから、解析値の平均場は主に気温で変化が見ら
れた（図 3.10.2）。対流圏中層付近（400-700hPa）や上
部成層圏（50hPa以上）では気温が若干上昇し、対流
圏海面付近（100-200hPa）では若干低下した。上層に
感度があるチャンネルのグロスエラーチェック閾値の
緩和やスキャンバイアス補正テーブルの更新など、バ
イアス補正に関わる変更の効果と思われる。
解析に用いられた各種観測データについて、第一推
定値との差異や利用データ数の変化を確認したところ、
いずれも顕著な変化はなく、第一推定値の精度の向上
や悪化は確認されなかった。

3 グロスエラーチェック後のサンプルによる統計では、閾値
が厳しく設定されている下層チャンネルにおいて観測誤差が
不自然に小さくなってしまうため、グロスエラーチェック前
のデータを母集団とした。

図 3.10.2 気温の解析場の TESTと CNTLの差異の帯状平
均。左：夏実験、右：冬実験。

(3) 予測値の変化
解析値およびラジオゾンデ観測を対象とした予測値
の検証では、500hPa 高度場や 850hPa 気温などの代
表的な要素に対し概ね中立であり、同等の精度が得ら
れることを確認した。
その後、性能評価試験のベースとなる実験を、2021

年 3月末に現業化された全球解析の鉛直層増強等（第
3.1 節）を適用したシステムに更新して、同様の実験
を実施した。その結果、更新したシステムにおいても、
データ形式の変更前後で、解析、予測とも同等の精度が
得られ、新たな対処は不要であることを確認した。これ
らをふまえ、本変更をその他の観測データの利用改良
（第 3.6節、第 3.8節および第 3.12節）とともに、2021

年 6月 29日に現業システムの全球解析に適用した。

3.10.4 Metop-C/IASIの利用
EUMETSAT形式の IASIデータ利用を現業化したの
ち、Metop-C搭載の IASIについても新たに EUMET-

SAT形式データを取得し、利用に向けた開発を進めた。
Metop-Cは、Metop-AやMetop-Bと同様に、日中
に衛星が通過する時間帯が午前中に当たる太陽同期軌
道（午前軌道と呼ばれる）で運用されている。ただし、
複数のMetop衛星は観測時刻が近くなり過ぎないよう、
時間間隔を開けて通過するように運用されている。こ
のうち、Metop-Aは 2021年 11月に運用を終了（IASI

については 9月に通常観測を終了）し、利用中の午前軌
道の衛星はMetop-Bだけとなったことから、午前軌道
におけるハイパースペクトル赤外サウンダのデータ数
やカバレッジを確保する上で、特にMetop-Bの障害や
点検時の備えとして、Metop-Cの利用は重要である。
方針として、既にMetop-AおよびMetop-Bの IASI

は利用していることから、Metop-Cの IASIについて
データ品質が同程度であることを確認した上で、同様
の方法で利用することとした。同化に必要なパラメー
タとして、スキャンバイアス補正テーブルの作成およ
び、観測誤差の設定を行った。いずれも、2021年 7月時
点の現業システム相当の実験システムを用い、O-Bの
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図 3.10.3 O-B統計に基づき IASIに設定した観測誤差。横
軸はチャンネルインデックス（500チャンネル中の通番）。
赤：Metop-A、青：Metop-B、緑：Metop-C。

統計により作成した。図 3.10.3に、設定したMetop-C

の観測誤差を、Metop-AおよびMetop-Bとともに示
す。Metop-Cは既存のMetop-AやMetop-Bと顕著な
差異はなく、波長帯によっては若干ノイズが少ないと
いう特徴も見られた。
品質管理の結果について、O-Bのヒストグラムや平
均値のマップ、雲判別結果等の品質管理フラグの状況
などを確認した。既存のMetopとほぼ同等となり、利
用方法に問題はないことを確認した。

3.10.5 Metop-C利用に関する性能評価試験
Metop-C/IASIの利用による効果を確認するため、性
能評価試験を実施した。その際、Metop-C/IASI利用
開始時点ではMetop-Aの運用は既に終了している状況
を想定し、Metop-Aの利用を止めMetop-Cを利用し
た場合に、解析・予測精度が同程度に維持できること
を確認することとした。
2021年 7月時点の現業全球数値予報システムと同等
の対照実験（CNTL）と、これにMetop-C/IASIを追加
しMetop-A/IASI を棄却した実験（TEST）の比較を
行った。（つまり IASIについては、CNTLではMetop-

AおよびMetop-Bが利用され、TESTではMetop-B

およびMetop-Cが利用される。）実験期間は 2020年
12月 16日から 2021年 2月 11日（冬実験）、2021年
6月 18日から 8月 11日（夏実験）で、1月および 7月
のそれぞれ 1か月が検証対象期間である。

(1) 利用データ数
冬実験、夏実験とも TESTにおけるMetop-C/IASI

の利用データ数は、CNTLにおけるMetop-A/IASIと
同程度であることを確認した。IASIの利用データ数合
計はTESTで約 3%減少したが、これはMetop-Bとの
重複領域がMetop-AとMetop-Cで若干異なるためで
ある。TESTではMetop-Cにより、IASIデータのカ
バレッジがMetop-Bのみを利用するより拡大している
ことが確認できた。

(2) 解析値・第一推定値の変化
平均解析場の差異は微小であった。解析に用いられ
た各種観測データについて、第一推定値との差異や利
用データ数の CNTLに対する TESTの変化を確認し
た。ラジオゾンデの気温観測など、変化は小さく概ね
中立の結果であった。気温に感度のあるマイクロ波サ
ウンダ AMSU-Aの結果を確認すると、熱帯や南半球
の上層チャンネルでO-Bのばらつきが減少し、第一推
定値の精度向上を示す傾向が見られた一方、対流圏上
層付近に感度のあるチャンネルで、O-B標準偏差が若
干増加し、第一推定値の精度悪化を示す傾向が確認さ
れた。詳細については調査中であり今後の課題である
が、顕著な予測精度の悪化にはつながらないことを確
認している。

(3) 予測値の変化
予測場の精度について、解析値およびラジオゾンデ
観測を対象として、主要な要素（500hPa 高度、地上
気圧、250hPa風速、850hPa風速、700hPa相対湿度）
の検証を行った。顕著な改善や改悪はみられず、概ね
精度を維持していることを確認した。他センター解析
値や自分解析値を対象とした予測場の検証、台風進路
予測精度についても同様に、顕著な改善や改悪はなく、
いずれも概ね精度を維持していることを確認した。

3.10.6 まとめと今後の課題
全球数値予報システムにおいて、同化利用するハイ
パースペクトル赤外サウンダ IASIのデータセットを、
NESDIS形式のデータセット（616チャンネル）から
EUMETSAT形式のデータセット（500チャンネル）に
移行した。その際、移行後のデータセットに含まれない
チャンネルについては、代替として移行前のチャンネ
ルの用途に応じて相当するチャンネルを選定した。ま
た、最新のシステムに品質管理を適合させるため、す
べてのハイパースペクトル赤外サウンダに対し、上層
に感度のあるチャンネルのグロスエラーチェック閾値の
緩和や、スキャンバイアス補正テーブルの再作成、観
測誤差の更新を実施した。性能評価試験により、この
変更前後で解析、予測とも意図通り同等の精度が得ら
れることを確認し、2021年 6月 29日に、現業システ
ムに適用した。
Metop-Cに搭載された IASIについて、EUMETSAT

形式のデータセットを取得し、利用に向けた開発を進
めた。データ品質は他の Metop 衛星に搭載されてい
る IASI と同程度であることが確認できたことから、
同様の手法で利用することとした。性能評価試験は、
Metop-Aの運用終了を考慮し、Metop-Aを除いた上で
Metop-Cを利用する設定で実施した。その結果、この
設定でも解析・予測精度を同程度に維持できることを
確認した。この結果をふまえ、2021年 11月 24日に、
全球システムでのMetop-C/IASIの現業利用を開始し
た。なお、第一推定値の精度については、解析に用い
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た観測データとの比較において、一部のデータで悪化
を示す傾向が確認されるなどの課題もあり、今後品質
管理を中心に同化手法の改善に向けて取り組むことと
したい。
現在、ハイパースペクトル赤外サウンダの利用は、気
温に感度のあるチャンネルにとどまっている。今後は、
水蒸気チャンネルなど利用チャンネルの拡充を図ると
ともに、より多くの観測情報を予測精度に反映させる
ため、チャンネル間の観測誤差相関を考慮したデータ
同化手法の改良に取り組む。また、メソ解析や局地解
析での利用に向けた開発にも取り組む予定である。
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3.11 航空機観測データの高度利用

3.11.1 はじめに
航空機観測データは上空の気象要素を直接観測した
貴重なデータであり、利用高度化のための開発に取り組
んでいる。気象庁の全球解析ではデータ同化手法とし
て 4次元変分法が導入されており、利用する観測データ
にはバイアスがないことを前提としている。しかし航
空機観測の気温データには機体ごとにバイアスがある
ことが知られている (Ballish and Kumar 2008)ため、
気象庁の全球解析でもバイアス補正を実施している。
このバイアス補正について、従来の手法 (酒匂 2010)

には課題があったため、2021年 6月 30日にカルマン
フィルタを用いた新しい手法に変更した。
　本節では、全球解析へのカルマンフィルタによる航
空機気温バイアス補正適用に関する性能評価試験の結
果を報告する。従来のバイアス補正手法の課題、カル
マンフィルタを用いた新しいバイアス補正の実装内容
については、気象庁 (2021)を参照されたい。

3.11.2 性能評価試験の設定
性能評価試験では、コントロール実験（CNTL）と
して 2020年 8月 27日時点の現業の全球解析・予報モデ
ル相当のシステムを利用した。CNTLには酒匂 (2010)

による航空機気温バイアス補正が実装されている。テ
スト実験（TEST）は CNTLの航空機気温バイアス補
正手法を気象庁 (2021)で解説したカルマンフィルタを
用いた手法に置き換えた実験であり、その他について
はCNTLと同一である。カルマンフィルタによるバイ
アス補正に必要となるランダム誤差共分散の実験開始
時の値については、実験期間前の 2年分の航空機気温
データから作成し、調整パラメータ（D）については
0.001とした。実験期間は、夏季、冬季それぞれ 2019

年 7月 10日～9月 11日、2019年 12月 10日～2020年
2月 11日とした。
　バイアス補正の対象となる航空機気温データはAM-

DAR報で通報されたデータであり、AIREP報で通報
されるデータに対しては TEST・CNTLともにバイア
ス補正は実行されない。夏季実験・冬季実験の検証期
間はそれぞれ 2019年 8月・2020年 1月である。

3.11.3 性能評価試験の結果
(1) 航空機観測のデータ分布
全球解析で使用される航空機観測のデータ分布の例
を図 3.11.1に示す。航空機観測は北半球で多く南半球
では少ないといった特徴がある。同じ直接観測データ
である SYNOPや TEMPのデータ分布と比較すると
観測データ数は多いが、航空機の運行状況の影響を受
けるため、時刻や天候、平日・休日の違いによっても
利用できるデータ数が変化する。

図 3.11.1 2019年 8月 1日 00UTCの全球解析における航
空機観測データの分布図。青点はデータ同化に利用された
データ、赤点は品質管理でリジェクトされたデータ、黒点
は品質管理はパスしたが、データ同化には使用されなかっ
たデータを示している。

図 3.11.2 第一推定値と解析値に対する航空機気温観測のバ
イアスの鉛直プロファイル。赤線、赤破線はそれぞれTEST
の解析値と第一推定値に対するバイアスを示し、黒線、黒
破線はそれぞれ CNTLの解析値と第一推定値に対するバ
イアスを示している。単位は Kである。

(2) 第一推定値、解析値に対する航空機気温データの
バイアスの変化

CNTLとTESTの第一推定値、解析値に対する航空
機気温データのバイアスの鉛直プロファイルを図 3.11.2

に示す。統計期間は 2019年 7月 2日から 2019年 9月
11日である。第一推定値に対するバイアスに着目する
と、概ね全ての鉛直レベルでTESTはCNTLに比べて
バイアスが 0に近くなっており、新しいバイアス補正手
法が有効に機能していることが確認できる。図 3.11.3

は 200hPa付近を飛行するある特定の航空機の CNTL

と TESTの D値 (観測値から第一推定値を引いた値)

の時系列を示している。CNTLでは期間平均で+1K程
度のバイアス（D値平均）が存在するが、TESTでは
バイアスが大幅に減少している。
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図 3.11.3 200hPa付近を飛行するある特定の航空機の D値
時系列。上は CNTL、下は TESTの時系列を示す。単位
は Kである。

図 3.11.4 2019 年 8 月の 200hPa における月平均気温解析
場の変化 (TEST-CNTL)。図の右には緯度帯平均値を示
している。単位は Kである。

(3) 解析場への影響
図 3.11.2に示した通り、航空機気温データは 200hPa

付近では解析値に対して高温バイアスを持っているが、
カルマンフィルタによるバイアス補正の実装により概
ね半分程度に減少している。2019年 8月の 200hPaに
おける月平均気温解析場の変化（TEST-CNTL）を図
3.11.4に示す。全面的に気温の解析場を下げるインパク
トが見られるが、熱帯、北半球中緯度の海上で比較的変
化が大きく、航空機観測が少ない南半球の極付近では
変化が小さい。また、CNTLでは、ECMWF・NCEP・
UKMOといった海外の数値予報センターの解析値に対
して高温傾向であったが、TESTではこの傾向が軽減
した。例として、図 3.11.5に ECMWFの解析値を用
いて計算した 2019年 8月の 200hPaにおける月平均気
温解析場との比較を示す。従来の手法では 200hPaの
気温解析場がECMWFよりも高温傾向にあったが、新
しい手法の導入によりこの傾向が軽減している。

図 3.11.5 2019 年 8 月における ECMWF の 200hPa の月
平均気温解析場との比較。上図は CNTL-ECMWF、下図
は TEST-ECMWFである。図の右には緯度帯平均値を示
している。単位は Kである。

(4) 予測精度への影響
図 3.11.6はラジオゾンデを参照値とした全球モデル
の 264時間予測までの予測精度の変化を示している。
これらの図は二乗平均平方根誤差 (RMSE)の TEST-

CNTLの差分を示しており、マイナス (黄色)の領域に
プロットがあれば改善であることを示している。予測
中盤の大気下層の気温、東西風など、やや改悪傾向の
要素・高度も見られるものの、その他多くの要素・高
度では、概ね中立からやや改善となっている。特に高
度の予測値については他の要素と比較して改善傾向が
よく現れている。高度の予測値はモデルの気温場と水
蒸気場から計算されているため、バイアス補正手法改
良による気温の鉛直プロファイルの改善が比較的分か
りやすく現れていると考えられる。
　台風予測への影響を確認するため、2019年 7月 20

日から 10月 11日に存在した台風に対して精度検証を
行ったところ今回の変更が台風進路予測に与える影響
は概ね中立であったが、改善事例として 2019年台風第
8号（T1908）に対する 2019年 8月 3日 00UTC初期
値の予測を示す。図 3.11.7に示すとおり、T1908は気
象庁ベストトラックでは 8月 6日から 7日にかけて九
州に上陸後、対馬海峡を通過し朝鮮半島南東領域を北
上しているが、CNTLの進路予測はベストトラックに
対して西にずれ、九州西海上を北西進して 7日 00UTC

には黄海に進む予測となっている。TESTでもベスト
トラックに対して西にずれた予測となっているが、48
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図 3.11.6 ラジオゾンデを参照値とした予測時間別（FT=0
から FT=264 までの 24 時間毎）の予測精度（RMSE）の
変化。T+0は予測初期値の変化、T+264は 264時間予測
の変化を示す。縦軸は気圧高度（hPa）、横軸は RMSEの
TEST-CNTLの差分（単位は気温:K、ジオポテンシャル
高度:m、東西風、南北風:m/s）を示す。マイナス領域（黄
色）にプロットがあれば改善である。

時間以降の予測はCNTLよりややベストトラックに近
づいており、九州西海上を北西進して朝鮮半島南西領
域付近を北上する予測となっている。このような違い
が生じた要因を次に示す。
　予測初期時刻の 275hPaから 350hPaにおいて解析
に利用された航空機データの位置における TEST と
CNTLの解析インクリメント（解析値－第一推定値）、
300hPaの気温、及び 200hPaの高度の予測初期値（図
3.11.8）を比較すると、300hPa付近の黒破線で示した
領域における気温のインクリメントがCNTL（図 3.11.8

（b）)では正となっているがTEST（図 3.11.8（a））で
は負となり、これに対応してCNTLに比べてTESTの
300hPa の気温の初期値が低くなっている（図 3.11.8

（c））。初期値の時点では 200hPaの高度に大きな違い
は見られないが（図 3.11.8（d））、この初期値の違いが
200hPaのジオポテンシャル高度の予測に影響を与えた
と考えられる。その後の 200hPa高度の予測を TEST

と CNTLで比較（図 3.11.9）すると、予測時間の進行
とともに黒破線内の差分が東進して 72時間後の予測に
当たる 6日 00UTCには黄海付近に達している。この
影響を受けて太平洋高気圧に対応する高圧部の西への
張り出しが弱まっており、TESTの進路予測が CNTL

に比べて東寄りになったと推測される。

3.11.4 まとめと今後の予定
2009年に気象庁全球解析システムに導入された航空
機気温データのバイアス補正手法には複数の課題があっ
たため、それらを解決するバイアス補正手法を考案・
実装し、解析・予測精度へ与える影響を調査した。夏・
冬 1か月の性能評価試験の結果、従来の手法に比べて
航空機気温データのバイアスが適切に補正され、概ね
全ての鉛直レベルで第一推定値に対するバイアスが改
善した。また、複数の海外数値予報センターの解析値

図 3.11.7 T1908に対する 2019年 8月 3日 00UTC初期値
の進路予測。赤線は TEST、青線は CNTLの台風進路予
測を示す。黒線及び灰色線は気象庁ベストトラックである。

との比較から 200hPaの気温解析場の高温傾向が減少
することを確認した。ラジオゾンデを参照値とした気
温・高度・風の予測精度検証では、概ね中立からやや
改善の検証結果が得られた。台風進路予測に与えるイ
ンパクトについては概ね中立であったが、当手法の導
入により予測初期時刻における気温の修正が上空の気
象場の予測に影響を与え、台風進路予測が改善する事
例を確認した。
　本報告では夏季の性能評価試験結果について報告し
たが、冬季についても概ね同様の結果となった。以上
の試験結果からバイアス補正手法を従来の手法から変
更した方がメリットが大きいと考えられたため、当手
法は 2021年 6月に気象庁の全球解析システムに導入
された。現在は当手法の気象庁領域モデルへの導入を
検討している。
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図 3.11.8 予測初期時刻（2019年 8月 3日 00UTC）において高度 275hPaから 350hPaで解析に利用された航空機気温デー
タの位置における、（a）：TEST、（b）：CNTLの解析インクリメント、ならびに（c）：300hPaの気温、（d）：200hPaの高度
の TESTと CNTLの比較。（c）、（d）の黒線は TEST、緑線は CNTLの等値線を示しており、カラーは TESTと CNTL
の差分である。気温の単位は K、高度の単位は mである。なお、300hPaの気温と 200hPaの高度の図には以前の解析サイ
クルによる差分も含まれる。
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図 3.11.9 TESTと CNTLの 200hPa高度の予測。左上、右上、左下、右下の図はそれぞれ 24時間後、48時間後、72時間
後、96時間後の予測を示す。黒線は TEST、緑線は CNTLの等値線を示しており、カラーは TESTと CNTLの差分であ
る。高度の単位は m。
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3.12 オリパラ向けガイダンス

3.12.1 はじめに
東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、
オリパラ）組織委員会に対する詳細な気象予測資料の
提供を目的として、各オリパラ競技会場の気温・風の
予報を支援するための専用のガイダンスを開発した。
当ガイダンスは、アメダス地点を対象とした既存の

MSM気温ガイダンス (三戸 2018)及びMSM風ガイダ
ンス (松本 2018)の予測手法を適用して競技会場の気
温と風を予測した。予測地点はオリパラ競技会場に設
置された 14の観測点で、その位置を図 3.12.1に示す。
図 3.12.2は当ガイダンスを閲覧するためのモニター
の例である。オリパラ委員会から委託された気象予報
士が当モニター図の予測値をベースにして適宜修正し
た後に、各競技会場のオフィシャルな予報として発表
された。
ここでは、オリパラに向けて開発・提供したガイダ
ンスについて、概要と経緯、仕様及び精度評価につい
て述べる。

3.12.2 概要と経緯
2019年 6月、オリパラ組織委員会より、風の影響を
強く受けやすい、サーフィン、セーリング、ボート、自
転車等の競技において、競技の安全で公平な運営のた
めに詳細な風の予測が求められた。また、選手のみな
らずボランティアやスタッフの健康対策のために競技
時間の設定の判断に資する詳細な気温の予測も要望さ
れた。そこで、気象庁が運用する既存の風・気温ガイダ
ンスの手法を用い、会場周辺の風と気温の詳細な予測
プロダクトを提供することとした。図 3.12.3に、観測
の入手からガイダンス提供までのデータの流れを示す。
観測データはオンラインで当庁のスーパーコンピュー
タシステムに入電し、その観測及びMSMのデータを
用いてガイダンスを作成する。提供したガイダンスは、
観測とMSMのデータからカルマンフィルタにより日々
学習し、予測式を最適化する「逐次学習型ガイダンス」
である。このため、観測が継続的に提供されれば徐々
に予測精度が向上し、かつ季節変動など説明変数と目
的変数の対応関係の変化にも対応できる。
ガイダンス作成に必要な 2つのデータについて述べ
る。一つは、数値予報であるMSMであり、5km間隔
で 39または 51時間先までの予測を行う領域モデルで
ある。日本周辺を高精度で予測でき、防災情報、航空
気象情報、天気予報などに利用されている。もう一つ
のデータは観測データであり、可能な限り多くの観測
データで学習することが高精度な予測につながる。ア
メダスを対象とした通常のMSM風・気温ガイダンス
については安定的に観測が得られるが、今回は予測が
必要とされる期間が短く、かつ大会の延期があったた
めに特殊な作業が必要となった。具体的には 2020年夏

図 3.12.1 予測対象地点である各オリパラ競技会場の位置。
地理院タイルを加工して作成。

図 3.12.2 オリパラ向けガイダンスのモニター図の例。

のオリパラに向けて 2019年 3月からオリパラ競技会場
において順次観測が開始されたが、地点により観測開
始日時が異なったこと、またオンライン／オフライン
の違いがあったこと、一時閉鎖の地点もあったことな
ど安定的にオンラインで観測データを入手できず、手
作業でのデータハンドリングによる開発となった。全
ての地点がオンラインで提供されたのは 2021年 7月初
めで、その後は安定的に観測データを入手できていた。
オリパラ組織委員会との連携について簡単に述べる。
ガイダンスの提供期間、モニターの仕様の決定、観測
データの状況などについて、2019 年 7 月、2020 年 6

月、2021年 3月にオリパラ組織委員会と打合せを実施
した。また、2021年 4月には提供するガイダンスをよ
り有効に利用してもらうため、予報を発表する予報士
と勉強会を行った。その後も追加の質問に対応し、ま
た大会直前には直近のガイダンスの精度検証資料も提
供した。

3.12.3 仕様
前述したように、オリパラ向けガイダンスはMSM

気温・風ガイダンスの仕様に準拠しており、詳細は (三
戸 2018)及び (松本 2018)を参照願いたい。ここでは
概要及びMSM気温・風ガイダンスと異なっている点
を述べる。

• 予測要素
– 気温：毎正時の気温、日中の最高気温、朝の
最低気温

– 風：毎正時の風速・風向、前 1時間の最大風
速とその風向

• 実行頻度（初期時刻）：1日 8回（00, 03, 06, 09,

12, 15, 18, 21UTC）
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図 3.12.3 オリパラ向けガイダンスにおけるデータの流れの
模式図。

• 予測地点：図 3.12.1に示す 14地点。
• 予報時間：39時間（00, 12UTC初期値のみ 51時間）
• 予測手法：目的変数（予測地点の実況とMSM地
上気温・風との差）をMSM予測値から算出した
説明変数による線形式で求め、カルマンフィルタ
で線形式の係数を日々逐次更新する。風について
は、風速を頻度バイアス補正で補正している。

前述したように継続した長期間の観測データを得ら
れる地点は少なく、少ない観測データで予測式（係数）
の最適化を行う必要があったことから、オリパラ向け
風ガイダンスの学習方法及び初期係数の設定を見直し
た。具体的には、気温ガイダンスは通常 2週間程度で
係数の最適化がおおむね完了するため、MSM気温ガ
イダンス (三戸 2018)と同様の設定とした。その一方
で、MSM風ガイダンスは係数の最適化に通常数か月
以上かかる (高田 2018)ためMSM風ガイダンス (松本
2018)から一部変更した。変更点としては、学習回数
を増やすために、学習条件（モデル風向と観測風向の
差による学習の制限）を緩和した。1また、通常の地点
ガイダンスでは、新規予測地点が追加された場合に近
隣地点の係数を自動的にコピーしてから係数を逐次的
に更新するが (高田 2018)、今回は初期係数を近接観測
地点のコピーではなく、係数ゼロ（最初はMSMの地
上風に同じとする）からスタートとした。これは、後
者の方がより早く係数が最適化されたためである2。今
回の観測点のほとんどが東京湾海岸といった特殊な地
勢に設置されており、近距離でも地点間の観測特性の
違いが大きかったことがその要因と考えられる。

3.12.4 精度評価
以下に大会期間中のオリパラ向けガイダンスの精度
評価の一例と利用者側のコメントを記す。図 3.12.4は、
競技会場の一つであるお台場海浜公園の日別の最高気

1 MSM風ガイダンスでは、MSMの地上風と観測された風
の風向が 90度違うと学習しない。今回はそれを 135度の違
いまで許容することとした。
2 MSMのバイアスが適切に補正できているか否かで判断す
る。

図 3.12.4 お台場海浜公園における、気温ガイダンス及び
MSM（地上）の翌日日中の最高気温の誤差。青線がMSM
（図中モデル）、赤線が気温ガイダンス。破線が日別値、実
線は 10日移動平均。期間は 2021年 7月 16日～9月 4日。

図 3.12.5 2021年 8月 5日 9時の地上天気図（左）、8月 4日
12時初期値の気温ガイダンスの毎正時の予測値（右）。赤
実線は実況値、緑実線は気温ガイダンス、緑破線はMSM
の予測値。

温の誤差を時系列でみたものである。誤差に着目する
と、気温ガイダンスはオリパラ期間中では適切にMSM

（モデル）の負バイアスを補正していることが分かる。
ただし、大会期間中ではなかったが、8月中旬はガイダ
ンスはモデルを上方修正して、逆に精度を悪化させて
いる日がある。この期間は前線が停滞して雨の日が多
く、太平洋高気圧に覆われる通常の夏のパターンと異
なっていたためである。夏季の雨天時に高めに外すこ
とについては、大会前に組織委員会に利用上の留意点
として伝えている。なお、お台場海浜公園以外の地点
に関しても同様にMSMの誤差の軽減を確認している。
図 3.12.5 は、2021年 8月 4日 12時初期値の霞ヶ関
カンツリー倶楽部における気温ガイダンスの予測及び
5日 9時の地上天気図である。翌日は最高気温が 35℃
を超える猛暑日になったが、気温ガイダンスは実況に
近い値を予測している。大会期間中は暑い日が多かっ
たが、その他の地点でもおおむね最高気温を適切に予
測していた。
図 3.12.6は、カヌー・スラロームセンターの大会期
間中における風ガイダンス、MSM（モデル）の風速の
日別 MEと RMSEである。カヌー・スラロームセン
ターは 2019年 7月 13日から観測が開始され、その後
継続して観測データが提供され続けた地点である。当
地点の風ガイダンス RMSE は MSM の地上風の正バ
イアスを補正し、MSMの風速予測の誤差を大きく軽
減していることがわかる。なお、予測対象であるオリ
パラ競技会場の中には、観測データが十分に得られな
かった地点もあり、その地点においてはやや精度が落
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図 3.12.6 大会期間中のカヌー・スラロームセンターにお
ける、風ガイダンス及び MSM 地上風の風速の日別 ME
（右軸）と日別 RMSE（左軸）。赤点線が風ガイダンスの
RMSE、緑点線が MSM地上風の RMSE、青点線が風ガ
イダンスの ME、紫点線が MSM 地上風の ME。期間は
2021年 7月 21日～2021年 9月 4日。

図 3.12.7 2021年 7月 27日 9時の地上天気図（左）、7月
26日 12時初期値の風ガイダンス及びMSM地上風の毎正
時の予測値（右）。黒線は実況値、赤線はガイダンス、緑
線はMSMの予測値。

ちる傾向があった。
図 3.12.7は、2021年 7月 26日 12時初期値のカヌー・
スラロームセンターにおける風ガイダンスの予測及び
27日 9時の地上天気図である。翌日に関東の南海上を
台風が進む見込みとなっており、風の予測に注目が集
まった事例である。競技が行われた時間帯において、
MSMの予測を下方修正し、より実況に近い風速を予
測していた。
大会終了後、オリパラ組織委員会及びオフィシャル
な予報を作成した気象予報士などの関係者を交えて勉
強会が行われた。関係者からは今回提供したガイダン
スが非常に役に立ち、頻繁にモニター図を確認してい
たとのコメントを頂いた。特に気温はガイダンスをほ
ぼ全面的に採用してオフィシャルな予報を出していた
とのことである。一方、風ガイダンスも頻繁に利用し
たが、風の変わり目などで実況と差がある場合があり、
適宜修正していたとのコメントがあった。風ガイダン
スは気温ガイダンスに比べて学習期間が長く必要であ
り、大会前に観測が途中停止した影響があったと考え
られる。また、大会運営では風の詳細な変化が求めら
れるが、現在のMSM及びその風ガイダンスでは詳細
な風の変動の表現が難しいといった現状もあり、これ
については今後の課題である。

参考文献
松本智文, 2018: 風ガイダンス. 数値予報課報告・別冊
第 64号, 気象庁予報部, 144–153.

三戸洋介, 2018: 気温ガイダンス. 数値予報課報告・別
冊第 64号, 気象庁予報部, 132–143.

高田伸一, 2018: 観測所の移設等の影響と対応. 数値予
報課報告・別冊第 64号, 気象庁予報部, 91–93.
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3.13 メソ解析における船舶GNSS可降水量の利用

3.13.1 はじめに
気象庁では交通政策審議会気象分科会提言「2030年
の科学技術を見据えた気象業務の在り方」に基づき、
線状降水帯の予測精度向上に向けた取り組みを進めて
いる。令和 2年 7月豪雨を受け、これらの取り組みを
加速させることを目的に気象庁内に線状降水帯予測精
度向上タスクフォース（TF）が立ち上げられた。
　令和 2 年 7 月豪雨では発生要因の 1 つとして大気
下層の水蒸気の流入が指摘されているが、特に海上に
おいては大気下層の水蒸気観測データが不足している
状況である。そのため、線上降水帯の予測精度を向上
するには、海上の水蒸気観測を強化してデータ同化に
利用することにより、予報初期値における水蒸気場の
精度を上げることが重要である。可降水量を同化する
ことで大気下層の水蒸気を同化することと同等の効果
が期待できるため、船舶に搭載された GNSS（Global

Navigation Satellite System:全球測位衛星システム）
による可降水量観測をメソ解析で利用するための調査、
開発に取り組んでいる。
　本節では、メソ解析における船舶GNSS可降水量の
利用に関する開発について報告する。

3.13.2 船舶GNSS観測
船舶 GNSSはリアルタイムで 10分毎にデータが配
信されており、可降水量、天頂遅延量といった観測値
の他に、GNSS解析に利用した衛星の数、遅延量残差
などの品質管理（Quality Control:QC）に利用可能な
パラメータも含まれている。利用可能な船舶GNSSは
試験運用が開始された 2021年 6月時点では、気象庁
の観測船である凌風丸、啓風丸のみであったが、海上
保安庁の測量船にも GNSS観測機器が順次設置され、
2021年 8月 31日には気象庁の観測船 2隻、海上保安
庁の測量船 4隻の合計 6隻のデータが利用可能となっ
た。但し、海上保安庁のデータには可降水量導出に必
要な気圧や湿度の観測が含まれていないため、これら
のデータについてはメソモデルの予測値を利用してい
る。船舶 GNSSの解析手法等は Shoji et al. (2017)を
ご参照願いたい。

3.13.3 船舶GNSS可降水量のQC処理
メソ解析では、国土地理院の GNSS 電子基準点

GEONET（GPS Earth Observation NETwork sys-

tem、以降、地上 GNSS とする）の可降水量を 2009

年 10月から利用している。船舶 GNSSについても可
降水量を同化に用いる。船舶GNSSのQCは基本的に
石川 (2010)で述べられている地上 GNSSと同様の処
理を採用しており、以下のチェックに該当するデータ
は同化に利用しないこととしている。

• ブラックリストチェック

– 観測地点ごとの観測データ時系列図
による監視や海外数値予報センター
の観測データ品質管理レポートなど
により、品質に問題があることがわ
かっている地点

• 異常値チェック
– 可降水量観測値が 1mmより小さい、
または 90mmより大きい

• グロスエラーチェック
– D値1の絶対値が 8mm以上

• 空間整合性チェック2

– 周辺の可降水量の D値平均と空間
整合性チェック対象観測点のD値と
の絶対値の差が 5mm以上

空間整合性チェックの実行条件を満たさない場合、D

値の絶対値が 5mm以上のデータは同化に利用されな
い。さらに、30km間隔での空間間引き、1時間間隔で
の時間間引き処理が行われ、残ったデータが同化に利
用される。

3.13.4 船舶 GNSS の事後解析データを利用した
調査

前述の通り、メソ解析では地上GNSSの可降水量が
データ同化に利用されているが、これらは陸上の固定
点のデータである。船舶GNSSでは、船舶の移動や波
浪の影響によるアンテナの不規則な動きが観測精度に
与える影響が懸念された。このため、2021年 5月時点
の現業システムに相当するメソ解析予報システムに凌
風丸の GNSS可降水量を加えて品質調査を実施した。
ただし、2021年度初頭の時点では現業利用を想定した
リアルタイムデータの提供が開始されていなかったた
め、事後解析データ3を利用して調査を行った。
　凌風丸の船舶GNSS可降水量の事後解析データの品
質を表 3.13.1に示す。また、地上GNSSの可降水量 (船
舶 GNSSを含む)のデータ品質を表 3.13.2に示す。表
中の ALLは入電したデータ、QCPASSは QC処理を
通過したデータ、USEは同化に使用されたデータを示
す。これらから、船舶GNSS可降水量の事後解析デー
タの D値標準偏差は地上 GNSS可降水量の D値標準
偏差と概ね同等であることがわかる。船舶GNSS可降
水量は ALL,QCPASSでやや負バイアスの傾向となっ
ているが、Shoji et al. (2017)では船舶 GNSSの可降
水量はラジオゾンデ観測から計算した可降水量と比較
して負バイアス傾向があることが述べられており、船
舶GNSSの可降水量を算出するGNSS解析手法も負バ
1 観測値から第一推定値を引いた値
2 グロスエラーチェックでD値の絶対値が 5mm以上でかつ、
周囲 20km以内に地上 GNSS観測点もしくは船舶 GNSS観
測点が合計で 5地点以上ある場合に実行される。
3 GNSS解析で使用する衛星軌道情報として精密歴を使用し
たデータ。精密歴は観測時刻から約 2～3週間後に公開され
るため、リアルタイムで使用することはできない。
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表 3.13.1 　　凌風丸の事後解析 GNSS可降水量の D値統
計
　統計期間:2020年 6月 10日から 2020年 7月 15日　

統計量 ALL QCPASS USE

データ数 742 686 431

平均（ mm ） -0.28 -0.29 0.28

標準偏差（ mm ） 2.89 2.18 2.10

表 3.13.2 地上 GNSS可降水量の D値統計 (船舶含む)
　　統計期間:2020年 6月 10日～2020年 7月 15日

統計量 ALL QCPASS USE

データ数 1058913 886048 282981

平均（ mm ） 0.26 0.10 0.15

標準偏差（ mm ） 2.64 2.25 2.22

イアスの一因になっていると考えられる。
　メソモデルの予測に対しても中立からやや改善の影
響があることを確認し、2021年 6月 1日からメソ解析
において船舶 GNSSの試験運用を開始した。

3.13.5 リアルタイムでの性能評価試験の検証結果
メソ解析での試験運用開始後、リアルタイムの船舶

GNSS可降水量を利用した試験運用環境のメソ解析・
予報のデータ（TEST）と船舶 GNSSを利用しない運
用環境のメソ解析・予報のデータ（CNTL）を比較する
ことにより船舶GNSS可降水量利用の性能評価を実施
した。評価期間は 2021年 6月 1日から 2021年 7月 15

日である。なお、気象庁の観測船 2隻のデータは 6月 1

日から利用しているが、海上保安庁の測量船のデータ
については期間中に入電が開始した 2隻からのデータ
品質を確認した後、2021年 7月 9日から利用している。

(1) 船舶 GNSS可降水量のリアルタイムデータの品
質調査

リアルタイムの船舶 GNSS可降水量の D値統計に
よる品質調査結果を表 3.13.3に、D値の空間分布を図
3.13.1に示す。また、事後解析データのD値ヒストグラ
ムとの比較を図 3.13.2に示す。これらから、船舶GNSS

可降水量の事後解析データとリアルタイムデータには
それほど大きな違いがないことがわかる。海上保安庁
の可降水量データについても同様の検証を行ったとこ
ろ、平均については気象庁観測船に比べ負バイアス傾
向が見られたものの、標準偏差についてはほぼ同程度
であった (図略)。

(2) メソモデルの降水予測への影響
図 3.13.3に TESTと CNTLの閾値別 3時間降水量

(20km格子平均)の予測スコアを示す。図から降水予
測への影響については、強い雨ではバイアススコアに
やや悪化の傾向が見られるものの概ね中立である。空
振り率、スレットスコアについては概ね中立であるが、
30mm/3hの降水ではやや改善の傾向が確認できる。ス

表 3.13.3 凌風丸のリアルタイム GNSS可降水量の D値統
計
　 統計期間:2021年 6月 1日～2021年 7月 15日

統計量 ALL QCPASS USE

データ数 5228 5055 743

平均（ mm ） -0.38 -0.39 -0.10

標準偏差（ mm ） 2.58 2.12 2.30

図 3.13.1 性能評価試験期間中の凌風丸の可降水量の D 値
分布。期間は 2021年 6月 1日から 2021年 7月 15日。カ
ラーは可降水量の D値を示している。単位は mm。

図 3.13.2 凌風丸のリアルタイムGNSS可降水量（左）と事
後解析 GNSS可降水量（右）の D値ヒストグラム。横軸
の単位は mm。ALLは入電したデータ、QCPASSは QC
処理を通過したデータ、USEは同化に使用されたデータを
示す。リアルタイムデータは試験運用期間の 2021年 6月
1日から 2021年 7月 15日、事後解析データは事前調査の
2020年 6月 15日から 2020年 7月 15日のデータを使用
している。リアルタイムデータの観測時間間隔は 10分で
あるが、事後解析データの観測時間間隔は 30分である。

レットスコアでは 1から 3mm/3h程度の降水でやや悪
化が見られる。

(3) 事例検証
2021 年 6 月 3 日から 4 日にかけて発生した九州南
部の大雨の事例の中から、2021年 6月 3日 0時 UTC

初期値のメソモデルの予測に対する船舶GNSS可降水
量同化の影響を示す。この事例では、梅雨前線上の低
気圧が朝鮮半島南部から日本海を発達しながら北東進
し、この低気圧や前線に向かって暖かく湿った空気が
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図 3.13.3 降水強度閾値別の対解析雨量の CNTL（青線）と TEST（赤線）のバイアススコア、見逃し率、空振り率及びスレッ
トスコア（上段）と、それらの TEST と CNTL の差（下段）。横軸は 3 時間降水強度閾値 [mm/3h] を表す。検証格子は
20km × 20km 。エラーバーは有意検定 95%信頼区間を示している。

図 3.13.4 2021年 6月 3日から 4日にかけて発生した九州
南部の大雨の事例の気象状況。左は 2021年 6月 3日 9時、
右は 2021年 6月 3日 21時の天気図である。

図 3.13.5 2021 年 6 月 2 日から 4 日にかけての凌風丸の
GNSS可降水量の D値分布。カラーは可降水量の D値を
示している。単位は mm。

流れ込んだ（図 3.13.4）ため大気の状態が不安定とな
り、九州南部で大雨となった。
　この時、凌風丸は図 3.13.5に示す九州南部付近の海
上で観測を行っていた。図 3.13.5から、一連の大雨期
間において、凌風丸の可降水量観測値は第一推定値に
比べやや少ないことが確認できる。図 3.13.6に示すと
おり、該当の予報初期時刻では、観測地点の周辺にお
いて TESTの方が CNTLに比べて可降水量の空間変
化がより明瞭に表現されるようになったが、この変化
は以前の解析サイクルによる修正の効果も影響してい
ると思われる。図 3.13.7は 2021年 6月 3日 0時UTC

を初期値とした 9時間予測における前 3時間降水量を
TESTとCNTLで比較した図である。TESTはCNTL

に比べて赤丸で示した九州南部の強い降水をより実況
に近い形で予測しているのが確認できる。
　上述のように予測が改善した事例が見られた一方、
実況と第一推定値の擾乱の位置ずれが大きい場合では
修正が不十分な事例もみられた。特に擾乱近傍のよう
な可降水量の空間変化が大きい領域では、正常と思わ
れる観測が QCでリジェクトされ、同化に利用されな
い事例もあった。一例を図 3.13.8に示す。この事例で
は啓風丸の可降水量の D値は概ね -5 mmから 5 mm

の範囲に収まっており、第一推定値との整合性が良い
が、2021年 6月 24日 12UTCから 2021年 6月 25日
06UTCまではD値が大きくなり観測データがリジェク
トされている。この期間、啓風丸は擾乱近傍の可降水量
の変化が比較的大きい領域を航行しており、実況と第
一推定値の擾乱の位置ずれによってD値が大きくなっ
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図 3.13.6 2021年 6月 3日 0時 UTC初期値における可降水量と風の分布。左は TEST、中央は CNTLの可降水量（カラー）
と風（矢羽）の分布を示す。右は可降水量の差分（TEST－ CNTL）を示す。

図 3.13.7 2021年 6月 3日 0時 UTC初期値の 9時間予測の前 3時間降水量予測の比較。左は TEST、中央は CNTL、右が
解析雨量。

た（図略）。第一推定値の時間・空間変化率の大きさに
応じてリジェクトの閾値を変化させるDynamic QC(大
野木ほか 1997)を導入することにより、船舶GNSS観
測をより有効に利用できる可能性がある。

3.13.6 まとめと今後の課題
線状降水帯発生の一因として大気下層の水蒸気流入
が指摘されているが、特に海上では実況を予報初期値
に反映するために必要な水蒸気観測が不足している。
そのため、船舶GNSSによる可降水量観測をメソ解析
で利用する調査、開発に取り組んでいる。
　 2021年 6月 1日からのメソ解析における船舶GNSS

の試験運用期間において、船舶 GNSS 可降水量がメ
ソ解析、予報に与える影響を調査した。その結果、船
舶GNSS可降水量のリアルタイムデータの品質は地上
GNSS可降水量と比較するとやや負バイアスであるが、
標準偏差は概ね同等であることが分かった。降水予測
スコアについては統計的に概ね中立であった。事例検
証では降水量予測が改善した事例もあったが、実況と第
一推定値の擾乱の位置ずれが大きい場合などは周辺の
場を十分に修正できず、予測があまり改善しない事例
もみられた。リアルタイムの船舶GNSS可降水量デー
タの品質に問題がないこと及び、降水予測改善の事例

図 3.13.8 啓風丸の可降水量観測の時系列図。上図は可降水
量観測値（灰色：QC で正常と判定されたデータ、赤色：
QCで異常と判定されたデータ、水色：データ同化に使用
されたデータ）及び第一推定値（黒）を示し、下図はD値
（灰色：QCで正常と判定されたデータ、赤色：QCで異常
と判定されたデータ、水色：データ同化に使用されたデー
タ）を示す。

が確認されたことから、2021年 8月 31日にメソ解析
において船舶 GNSS可降水量の現業利用を開始した。
ただし、リアルタイムデータを用いた冬季の性能評価
試験を実施していないことから、冬季においてはいっ
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たん船舶GNSSの利用を停止する計画である。冬季に
ついてもリアルタイムデータを用いた性能評価試験を
行い、検証を行ったのち現業利用を行う予定である。
　また、擾乱近傍のような可降水量の空間変化が大き
い領域で船舶GNSSをより有効に利用するためにDy-

namic QCの導入を進め、更なるデータの高密度・高
頻度利用に向けて調査・開発を行う。
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